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を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
公

債
費
は
、
家
庭
で
い
う
借
金
の
返
済
に
充

て
る
お
金
で
、
市
債
と
し
て
借
り
入
れ
た

お
金
の
償
還
な
ど
の
経
費
で
す
。

市
債
の
発
行
を
抑
制
す
る
こ
と
で
市
債

（
元
金
）
の
残
高
は
減
少
し
て
い
ま
す

（
【
表
５
】
参
照
）
が
、
公
債
費
は
平
成

年
度
と
の
比
較
で
、
４
億
６
千
万
円
ほ

１８ど
増
え
、
約

億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し

３５

た
。公

債
費
が
増
加
し
た
主
な
要
因
は
、
平

成

年
度
に
オ
ー
プ
ン
し
た
葬
斎
場
と
市

１６
民
プ
ー
ル
『
ら
く
あ
』
建
設
の
際
に
借
り

入
れ
た
市
債
の
う
ち
平
成

年
度
借
り
入

１５

れ
分
に
つ
い
て
、
元
金
償
還
の
据
え
置
き

期
間
（
３
年
間
）
が
終
了
し
、
そ
れ
ま
で

の
利
子
の
支
払
い
に
元
金
の
支
払
い
が
加

わ
っ
た
た
め
で
す
。

そ
の
ほ
か
、
平
成

年
度
か
ら
特
例
措

１９

置
と
し
て
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償

還
（
財
政
用
語
解
説
④
参
照
）
が
認
め
ら

れ
た
た
め
、
平
成
元
年
度
と
平
成
２
年
度

に
公
営
企
業
金
融
公
庫
か
ら
借
り
入
れ
た

高
金
利
の
市
債
に
つ
い
て
１
億

万
円
を

８５６

繰
上
償
還
し
た
ほ
か
、
銀
行
か
ら
借
り
入

れ
た
高
金
利
の
市
債
に
つ
い
て
も
９
千
２４８

万
円
を
繰
上
償
還
し
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。
こ
の
市
債
の
繰
上
償
還
に
よ
り
、

後
年
度
の
利
子
負
担
が
１
千

万
円
軽
減

４５９

さ
れ
ま
し
た
。

近
年
の
市
債
の
状
況
を
み
る
と
、
公
共

下
水
道
事
業
や
ク
リ
ン
ク
ル
セ
ン
タ
ー
、

葬
斎
場
、
市
民
プ
ー
ル
『
ら
く
あ
』
の
建

設
な
ど
、
遅
れ
て
い
た
生
活
環
境
基
盤
の

整
備
や
施
設
の
老
朽
化
へ
の
対
応
に
よ
り

発
行
額
が
増
加
し
ま
し
た
の
で
、
公
債
費

が
膨
ら
み
、
市
の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
ま

市
債
と
し
て
借
り
入
れ
た
お
金
は
、
も

ち
ろ
ん
返
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
そ
の
一
部
ま
た
は
全
部
が

地
方
交
付
税
で
市
に
交
付
さ
れ
る
市
債
が

あ
り
ま
す
。
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
の
市

債
が
こ
れ
に
当
た
り
ま
す
。

市
民
プ
ー
ル
や
ク
リ
ン
ク
ル
セ
ン
タ
ー

の
建
設
事
業
費
に
充
て
た
市
債
も
こ
れ
に

当
た
り
ま
す
。

市
は
、
市
債
を
発
行
す
る
に
あ
た
っ
て

で
き
る
だ
け
地
方
交
付
税
へ
の
元
利
償
還

金
算
入
割
合
の
高
い
市
債
を
選
択
す
る
な

ど
、
財
政
負
担
の
軽
減
に
努
め
て
い
ま
す
。

平
成

年
度
は
、
一
般
会
計
の
長
期
債
元

１９

金
償
還
額

億

万
円
と
そ
の
利
子
の
う

３０

７５５

ち
、

億
７
千

万
円
が
地
方
交
付
税
に

１３

７２８

算
入
さ
れ
ま
し
た
。

も
っ
と
も
、
公
債
費
は
人
件
費
や
扶
助

費
と
同
様
に
義
務
的
経
費
（
財
政
用
語
解

説
④
参
照
）
で
す
。
限
ら
れ
た
財
源
で
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
地
方
公
共
団
体
に
と

っ
て
、
過
度
な
市
債
の
発
行
は
財
政
を
圧

迫
す
る
要
因
に
な
り
ま
す
の
で
、
市
債
の

発
行
は
、
そ
れ
を
充
て
る
事
業
の
性
格
や
、

事
業
年
度
に
お
け
る
世
代
の
負
担
、
そ
し

て
後
年
度
の
世
代
に
与
え
る
負
担
と
い
っ

た
こ
と
を
長
期
的
・
総
合
的
な
視
野
に
立

っ
て
慎
重
に
判
断
し
て
行
わ
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。

公公
債
公
債
費費

す
。今

後
の
見
通
し
と
し
て
は
、
大
型
建
設

事
業
を
で
き
る
だ
け
控
え
、
市
債
発
行
の

抑
制
に
努
め
て
も
、
こ
こ
数
年
は
公
債
費

の
高
止
ま
り
の
状
況
が
続
く
も
の
と
見
込

ま
れ
ま
す
。

地地
方
交
付
税

地
方
交
付
税
とと

公
債
公
債
費費

【表５】市債（元金）の状況

平成１９年度末残高平成１９年度中借入額平成１９年度中償還額平成１８年度末残高区 分

２７９億５，８８７万円１５億１，１３８万円３０億 ７５５万円２９４億５，５０５万円一 般 会 計

１，５０４万円０円６３６万円２，１４０万円学校給食事業特別会計

１９８億５，９２３万円１１億３，４８０万円７億４，０７５万円１９４億６，５１８万円公共下水道事業特別会計

５，８１９万円１，０１０万円７４０万円５，５４８万円簡易水道事業特別会計

４７８億９，１３２万円２６億５，６２８万円３７億６，２０５万円４８９億９，７１１万円合 計

※各項目で表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げ額が一致しない個所があります。

財財政用語解説財政用語解説④④
【公的資金補償金免除繰上償還】

平成１９年度から２１年度までの特例措置
として、財政健全化計画を策定し、行財
政改革に取り組む地方公共団体を対象に、
年利５％以上の公的資金（旧資金運用部
資金、旧簡保資金、公営企業金融公庫資
金）について、繰上償還時の補償金が免
除されることとなりました。これにより、
一般会計で２１年度までの３年間に、総額
約２億円の繰上償還を行い、利子負担の
軽減を図る予定です。

また、この制度により、公共下水道事
業会計でも３年間で約１７億円、水道事業
会計で約５億の繰上償還（借換）を行い、
利子負担の軽減を図る予定です。
【義務的経費】

地方公共団体の歳出のうち、その支出
が法律で義務付けられているなど、任意
に節約できない経費（人件費・扶助費・
公債費の３つの費目）で、極めて硬直性
の強い経費です。


